法政大学法学会会計及び監査に関する規程

第1章　総則

（制定）

第１条　法政大学法学部学術団体法学会規約（以下、「法学会規約」と略す。）第28条に基づき、法政大学法学会会計及び監査に関する規程（以下、「本規程」と略す。）を定める。

第2章　法学会費

（会費の納入）

第2条　法学会規約第8条に定める会費の納入方法は、当分の間法政大学の代理徴収によるものとする。ただし、法学会規約第5条2号及び3号に定める会員の会費は、代表委員会による直接徴収とする。
（一般会計）

第3条　法政大学法学部学術団体法学会（以下、「法学会」と略す。）の一般会計は、代表委員会経理役（以下、「経理役」と略す。）が、これを管理する。

（支出）

第4条　法学会の一般会計は、代表委員会の承認を得なければ支出することができない。

（少額の支出）

第5条　前条の規定に拘らず、経理役は10,000円以下の支出を行うことが出来る。ただし、事後に代表委員会の承認を得なければならない。

（研究会資金）

第6条　研究会は会費の他に活動費を集めることができる。

第3章　監査
（監査委員会）

第7条　法学会は、法学会規約第27条に基づく監査を行うため、毎年度監査委員会を組織しなければならない。
（監査委員会の構成）

第8条　監査委員会は、次に掲げる各号を満たす監査役により構成される。

　一　法学会規約第5条1号に定める会員（以下、「1号会員」と略す。）であること
　二　法学会監査役の経験がないこと

2 監査役は、2名若しくは3名により構成される。

（監査役の公募）

第9条　監査役の公募は、7日間以上の期間をもって法学部掲示板に掲示し、日時、場所、持参品、資格、注意事項、報酬及びその他必要な事項を告知することによって行う。

（監査役の権限）

第10条　監査役は、次に掲げる各号の権限を有する。

　一　法学会の監査を行うこと

　二　必要に応じて、法学会の会計及び運営について質問すること
（署名及び捺印）

第11条　監査役は公開の場において、その年度の決算について、証票等を精査することで監査を行い、署名及び捺印を以てこれを証する。

（非常時の措置）

第12条　本規程第9条に従い監査役を公募したにも拘らず、第8条に定める各号の資格を満たす監査役の選出が不可能であった場合には、法学会規約第27条の規定に拘らず、次に掲げる各号の手順によって監査役に代わり監査が行われたものとみなす。
　一　研究会の会計により監査を行う。

二　法学会代表委員会委員長は、前号の監査結果及び会計収支報告を7日間以上公告する。ただし、公告の方法は、法学部掲示板への掲示によるものとする。
三　前号の公告期間中、1号会員からの監査結果及び会計収支報告に関する質問を受け付ける。

四　前号の質問がある場合、代表委員会は可及的速やかに掲示により回答する。

第8章　改廃

（改廃）

第13条　本規程の改廃は、代表委員会の3分の2以上の賛成を得た後、法学会会長の承認により決定する。

第9章　補則

（細則への委任）

第14条　本規程に関し、その他必要となる事項については、これを法政大学法学部学術団体法学会細則に委任する。

（施行）
第15条　本規程は、2006年10月1日より施行する。

法政大学法学部学術団体法学会

